
近年の雨の降り方の局地化・集中化・激甚化や都市化の進展等に伴い、多発する浸水被害への対応を
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ハードの両面からの水害対策を強化する制度改正が行われた。
　また、令和3年5月10日には下水道法を含む「特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法
律」が公布され、気候変動に伴う降雨量の増加や短時間豪雨の頻発化等を踏まえたハード対策の加速
化とソフト対策の充実による総合的な対策を推進する制度改正が行われた。
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　県内における近年の豪雨等による浸水被害について、代表的な事例を以下に示す。
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内水浸水対策に関するガイドライン類の全体像

ガガイイドドラライインン類類（（通通称称：：七七つつ星星））のの
策策定定・・改改訂訂（（HH2288..44））及及びび増増補補（（HH2299..77））

下下水水道道浸浸水水被被害害軽軽減減総総合合
計計画画策策定定ママニニュュアアルル（（案案））

雨雨水水管管理理総総合合計計画画
策策定定ガガイイドドラライインン（（案案））

官官民民連連携携ししたた浸浸水水
対対策策のの手手引引きき（（案案））

内内水水ハハザザーードドママッッププ作作成成のの
手手引引きき（（案案））（（H21年年改改訂訂））

内内水水浸浸水水想想定定区区域域図図作作成成

ママニニュュアアルル（（案案））

水水害害ハハザザーードドママッッププ
作作成成のの手手引引きき※※

下下水水道道管管ききょょ等等ににおおけけるる
水水位位等等観観測測をを推推進進すするる
たためめのの手手引引きき（（案案））

水水位位周周知知下下水水道道制制度度にに
係係るる技技術術資資料料（（案案））

・ 官民連携による浸水対策を行う
「浸水被害対策区域」制度の創設

・ 浸水シミュレーションに基づくハード・
ソフトを組み合わせた計画の策定

・ 既往最大降雨等に対する内水
ハザードマップの策定

・ 事前防災のための事業実施
が可能に

・ 浸水対策を実施すべき区域の
明確化（雨水公共下水道等）

・ 水位周知下水道、想定最大
降雨に対する内水浸水想定
区域制度の創設

策策定定以以前前

下下水水道道浸浸水水被被害害軽軽減減
総総合合事事業業のの創創設設（（H18））
・ 再度災害防止のための

ハード・ソフト事業を支援

○○「「人人((受受けけ手手))」」主主体体のの目目標標設設定定
○○地地区区とと期期間間をを限限定定ししたた整整備備

((選選択択とと集集中中))
○○ソソフフトト・・自自助助のの促促進進にによよるる

被被害害最最小小化化

都都市市ににおおけけるる浸浸水水対対策策のの
新新たたなな展展開開

（下水道政策研究委員会 H17.7）

○○スストトッックク活活用用、、官官民民連連携携にによよるる浸浸水水対対策策
○○水水防防管管理理者者ととのの連連携携促促進進
○○水水位位情情報報のの把把握握・・周周知知（（水水位位観観測測主主義義））

新新ししいい時時代代ににおおけけるる下下水水道道政政策策ののあありり方方
（社会資本整備審議会答申 H27.2）

下下水水道道総総合合浸浸水水対対策策計計画画
策策定定ママニニュュアアルル（（案案））（（H18））

○○雨雨水水管管理理ののススママーートト化化

新新下下水水道道ビビジジョョンン
（下水道政策研究委員会 H26.7）

７７つつののガガイイドドラライインン類類

※洪水・高潮・津波を含む手引きとして統合
※H28.4公表（国土交通省河川環境課水防企画室）

下下水水道道浸浸水水被被害害軽軽減減総総合合

事事業業実実施施地地区区ででのの水水位位観観測測
計計画画策策定定のの義義務務づづけけ（（H27））

水水防防法法改改正正（（H27））

下下水水道道浸浸水水被被害害軽軽減減
総総合合事事業業のの拡拡充充（（H27））

下下水水道道法法改改正正（（H27））

ガガイイドドラライインン類類のの増増補補改改訂訂（（RR33..77//RR33..1111））

○○都都市市浸浸水水対対策策のの強強化化

今今後後のの下下水水道道事事業業にに係係るる制制度度のの方方向向性性
（下水道政策研究委員会 R2.7）
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気気候候変変動動をを踏踏ままええたた下下水水道道にによよるる都都市市浸浸水水対対策策
（気候変動を踏まえた都市浸水対策に関する検討会 R2.6 R3.4）

下下水水道道法法改改正正（（R3））／／気気候候変変動動対対応応

○○降降雨雨量量変変化化倍倍率率をを考考慮慮ししたた計計画画降降雨雨等等のの設設定定手手法法
○○計計画画降降雨雨のの妥妥当当性性のの確確認認方方法法
○○事事業業計計画画のの記記載載事事項項へへのの計計画画降降雨雨のの追追加加 等等

増増補補改改訂訂内内容容

下下水水道道法法改改正正（（R3））
○○浸浸水水被被害害対対策策区区域域支支援援制制度度のの拡拡充充にに関関すするる内内容容のの

解解説説 等等

事事業業のの拡拡充充（（～～R3））
○○下下水水道道浸浸水水被被害害軽軽減減総総合合事事業業にに効効率率的的雨雨水水管管理理

支支援援事事業業をを統統合合
○○地地区区要要件件のの緩緩和和、、交交付付対対象象のの追追加加 等等

水水防防法法改改正正（（R3））
○○内内水水浸浸水水想想定定区区域域図図のの必必要要性性にに関関すするる記記載載
○○浸浸水水シシミミュュレレーーシショョンンににおおけけるる簡簡易易手手法法のの解解説説やや

適適用用条条件件にに関関すするる記記載載
○○降降雨雨とと外外水水位位、、排排水水可可否否ななどどのの基基本本的的なな組組合合せせをを

例例示示 等等

H29
増補

H29
増補

H29
増補
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　本県の浸水対策に対する整備状況を以下に示す。

ha ha
879 8,860 - - 879 8,860 - - 100.0%
104 3,257 2 3,280 104 3,257 2 3,280 100.0%
328 4,188 - - 296 2,933 - - 90.2%
260 9,315 1 2,123 260 9,315 1 2,123 100.0%
248 2,663 1 2,776 248 2,663 1 2,776 100.0%

- - - - - - - - -
37 590 1 2,400 37 590 1 2,400 100.0%

- - - - - - - - -
304 2,104 - - 304 2,079 - - 100.0%
109 3,740 2 5,590 109 3,740 2 5,590 100.0%
31 830 1 750 31 850 - - 100.0%

201 2,670 - - 201 2,670 - - 100.0%
51 2,490 - - 33 1,590 - - 64.7%
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（３）浸水対策の整備状況について 

  本県の浸水対策に対する整備状況を以下に示す。 

１） 公共下水道（雨水） 

雨雨  水水  整整  備備  進進  捗捗  状状  況況  表表 令和６年度末
実　 　績

ｈａ ｈａ ｈａ ％

北九州市 23,829 18,879 10,283 43.2%
福岡市 17,999 17,257 17,033 94.6%

大牟田市 2,957 1,317 441 14.9%
久留米市 6,481 6,219 5,560 85.8%
直方市 1,786 615 0 0.0%
飯塚市 2,672 1,855 421 15.8%
柳川市 706 454 0 0.0%
八女市 1,753 0 0 0.0%
筑後市 1,334 0 0 0.0%
大川市 1,212 252 20 1.7%
行橋市 1,172 421 354 30.2%
豊前市 617 471 306 49.6%
中間市 1,045 1,042 145 13.9%
小郡市 1,769 1,454 1,454 82.2%

筑紫野市 2,373 1,874 574 24.2%
春日市 1,380 1,380 891 64.6%

大野城市 1,532 1,508.5 1,474 96.2%
宗像市 2,858 2,459 2,127 74.4%

太宰府市 1,467 1,379 804 54.8%
古賀市 1,181 1,181 1,016 86.0%
福津市 1,273 629 328 25.8%

うきは市 1,093 1,060 0 0.0%
宮若市 665 235 0 0.0%
朝倉市 959 694 234 24.4%

みやま市 - - - -
糸島市 1,142 1,012 422 37.0%

那珂川市 741.8 734.7 673.0 90.7%
宇美町 1,023 862 0 0.0%
篠栗町 536.6 536.6 214.3 39.9%
志免町 869 839 805 92.6%
須恵町 755 620 0 0.0%
新宮町 645 619 436.5 67.7%
久山町 656 520 291 44.4%
粕屋町 890 816 224 25.2%
芦屋町 538 527 524 97.4%
水巻町 804 732 467 58.1%
岡垣町 897 874 727 81.0%
遠賀町 864 603 0 0.0%
小竹町 287 78.4 4.5 1.6%
鞍手町 813 460 0 0.0%
筑前町 869 860 332 38.2%

大刀洗町 552 539 0 0.0%
広川町 550 0 0 0.0%
苅田町 1,084 494 93 8.6%

みやこ町 - - - -
吉富町 233 99 0 0.0%
築上町 - - - -

計計 9944,,886611 7744,,446600 4488,,667788 5511..33%%

自治体名

計　 　画 整備率
（整備面積／全体計画）全体計画 事業計画 整備面積

 
２） 都市下水路（参考） 

  

都都市市下下水水路路　　着着手手状状況況 令和６年度末

箇所数 面積 箇所数 面積
ha ｍ 箇所 ㎡ ha ｍ 箇所 ㎡ ％

筑豊広域 田川市 879 8,860 - - 879 8,860 - - 100.0%
筑後中央広域 柳川市 104 3,257 2 3,280 104 3,257 2 3,280 100.0%
筑後中央広域 八女市 328 4,181 - - 296 2,933 - - 90.2%
筑後中央広域 大川市 260 9,315 1 2,123 260 9,315 1 2,123 100.0%

京筑広域 行橋市 248 2,663 1 2,776 248 2,663 1 2,776 100.0%
福岡広域 古賀市 - - - - - - - - -
筑豊広域 宮若市 37 590 1 2,400 37 590 1 2,400 100.0%
朝倉筑前 朝倉市 - - - - - - - - -
大牟田 みやま市 304 2,104 - - 304 2,079 - - 100.0%

筑後中央広域 みやま市 109 3,740 2 5,590 109 3,740 2 5,590 100.0%
二丈 糸島市 31 830 1 750 31 850 - - 100.0%

福岡広域 篠栗町 201 2,670 - - 201 2,670 - - 100.0%
福岡広域 新宮町 51 2,490 - - 33 1,590 - - 64.7%

22,,555522 4400,,770000 88 1166,,991199 22,,550022 3388,,554477 77 1166,,116699 9988..00%%

整備率
排水区域 管渠延長

ポンプ場
排水区域 管渠延長

ポンプ場

計計

都市計画

区域名
自治体名

計　　　　　　　　　画 供　　　　　　　　　用
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京筑広域 行橋市 248 2,663 1 2,776 248 2,663 1 2,776 100.0%
福岡広域 古賀市 - - - - - - - - -
筑豊広域 宮若市 37 590 1 2,400 37 590 1 2,400 100.0%
朝倉筑前 朝倉市 - - - - - - - - -
大牟田 みやま市 304 2,104 - - 304 2,079 - - 100.0%

筑後中央広域 みやま市 109 3,740 2 5,590 109 3,740 2 5,590 100.0%
二丈 糸島市 31 830 1 750 31 850 - - 100.0%

福岡広域 篠栗町 201 2,670 - - 201 2,670 - - 100.0%
福岡広域 新宮町 51 2,490 - - 33 1,590 - - 64.7%

22,,555522 4400,,770000 88 1166,,991199 22,,550022 3388,,554477 77 1166,,116699 9988..00%%

整備率
排水区域 管渠延長

ポンプ場
排水区域 管渠延長

ポンプ場

計計

都市計画

区域名
自治体名

計　　　　　　　　　画 供　　　　　　　　　用
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　県においても、市町村の浸水対策を促進するために以下の取組を行っている。

① 浸水対策に関する情報提供・助言等
県は市町村に対し、日頃より浸水対策に関する計画・事業実施等への助言、また国や関係機関

等からの情報提供を行っているが、別途以下のような場において、関係市町村に対し積極的に助言
や情報提供等を行うことで、市町村の浸水対策を促進させるよう努めている。

・全国町村下水道推進協議会福岡県支部総会（例年 4 ～ 5月頃開催）
・福岡県内市下水道推進協議会総会（例年 6 ～ 7月頃開催）
・全国町村下水道推進協議会福岡県支部研修会（例年10 ～ 11月頃開催）
・福岡県内市下水道推進協議会研修会（例年12 ～ 2月頃開催）
・福岡県版下水道場（とびうめ下水道場）（例年 1 ～ 2回開催）
・福岡県雨水対策研究会（あめんたい）（例年1 ～ 2 回開催）

②浸水対策に関する整備進捗への働きかけ
浸水対策への整備進捗を図るために、浸水に関する指標により目標値設定を行い、県で進捗管理

を行うことで、早期の浸水解消ができるよう努めている。関係する指標及び目標値については以下の
とおりである。

1）最大クラスの内水に対応した浸水想定区域図を作成した団体数
（目標値）5（R元）→約800（R7）

1）下水道による都市浸水対策達成率 （目標値）約63％（R元）→約71％（R7）
2）ハード・ソフトを組み合わせた下水道浸水対策計画策定数［全国指数］

（目標値）約170地区（R元）→約200地区（R7）
3）水害時における下水処理場等の機能確保率

（目標値）0％（R元）→100％（R8）
4）最大クラスの内水に対応した浸水想定区域図の作成数

（目標値）2団体（R元）→約89団体（R7）

1）下水道による都市浸水対策達成率 （目標値）71.8％（R2）→74.5％（R7）
2）想定最大規模降雨による内水ハザードマップを作成・公表した市町村の割合

（目標値）0％（R2）→55％（R7）

106―106―


